
ＫＰＩ
目標値

（達成時期）

計画開始時の
直近の数値
（時点）

ＫＰＩの進捗

実績値（時点）
進捗
度合

進捗状況・今後の対応

就労支援事業等の参加率
60％
（2018年度）

35.8％
（2015年度）

－ N

2016年度の数値について集計中。（2017年末
を目途にとりまとめ予定）
今後も、社会保障審議会生活困窮者自立支
援制度及び生活保護制度部会における議論
の結果等を踏まえ、就労支援を着実に実施す
る。

医療扶助の適正化に向け
た自治体における後発医
薬品使用促進計画の策定
率

100％
（毎年度） － 99.88％

（2016年度）

B

2016年度において１自治体を除く全自治体が
策定しており、2017年度の数値について集計
中。（2017年度末を目途にとりまとめ予定）

今後も、社会保障審議会生活困窮者自立支
援制度及び生活保護制度部会における議論
の結果等を踏まえ、更に後発医薬品の使用促
進に取り組む予定。

頻回受診対策を実施する
自治体

100％
（毎年度） －

100％
（2016年度）

A

2016年度において、全自治体が頻回受診対

策を実施しており、2017年度の数値について
集計中（2017年度末を目途にとりまとめ予定）

今後も、上記部会における議論の結果等を踏
まえ、更に頻回受診対策に取り組む予定。

就労支援事業等に参加し
た者のうち、就労した者及
び就労による収入が増加し
た者の割合

50％
（2018年度）

45.0％
（2015年度）

－ N

2016年度の数値について集計中（2017年末を
目途にとりまとめ予定）
今後も、上記部会における議論の結果等を踏
まえ、就労支援を着実に実施する。

「その他世帯」の就労率（就
労者のいる世帯の割合）

45％
（2018年度）

35.5％
（2015年度）

－ N

2016年度の数値について集計中（2017年11月
を目途にとりまとめ予定）
今後も、上記部会における議論の結果等を踏
まえ、就労支援を着実に実施する。

就労支援事業等を通じた
脱却率

見える化
8.3％
（2015年度）

－
2016年度の数値について集計中（2017年末を
目途にとりまとめ予定）

就労支援事業等の自治体
ごとの取組状況

見える化

①保護の実施機
関が就労可能と判
断する被保護者の
うち、就労支援事
業等に参加した者
の割合
35.8％
（2015年度）
②就労支援事業
等に参加した者の
うち、就労した者及
び就労による収入
が増加した者の割
合
45.0％
（2015年度）

－
2016年度の数値について集計中（2017年末を
目途にとりまとめ予定）

「その他世帯」の就労率等
の自治体ごとの状況

見える化

①「その他世帯」の
うち、就労者のい
る世帯の割合
35.5％
（2015年度）
②「その他世帯」の
廃止理由のうち収
入の増加により生
活保護が廃止と
なった世帯の割合
36.3％
（2015年度）

－
2016年度の数値について集計中（2017年11月
を目途にとりまとめ予定）

ＫＰＩの状況

改革項目：㊵就労支援を通じた保護脱却の推進のためのインセンティブ付けの検討など自立支援に十分取り組む
㊶生活保護の適用ルールの確実かつ適正な運用、医療扶助をはじめとする生活保護制度の更なる適正化
㊷平成29年度の次期生活扶助基準の検証に合わせた年齢、世帯類型、地域実態等を踏まえた真に必要な保護
の在り方や更なる自立促進のための施策等、制度全般について予断なく検討し、必要な見直し
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～2016年度
2019
年度2017年度

2018
年度

就労支援事
業等の参加
率 【2018 年
度 ま で に
60％】

医療扶助の
適正化に向
けた自治体
に おけ る後
発医薬品使
用促進計画
の 策 定 率
【100％】

頻回受診対
策を実 施す
る自治体
【100％】

就労支援事業等に参加した者のう
ち、就労した者及び就労による収入
が増加した者の割合【2018年度ま
でに50%】

「その他世帯」の就労率（就労者の
いる世帯の割合）【2018年度まで
に45%】

就労支援事業等を通じた脱却率
【見える化】

就労支援事業等の自治体ごとの取
組状況【見える化】

「その他世帯」の就労率等の自治
体ごとの状況【見える化】

生活保護受給者の後発医薬品の
使用割合【2017年央までに75％。
2017年央において、医療全体の
目標の達成時期の決定状況等を
踏まえ、80％以上とする時期に
ついて、2018年度とすることを
基本として、具体的に決定する】

頻回受診者に対する適正受診指導
による改善者数割合【2018年度に
おいて2014年度比２割以上の改
善】

生活保護受給者一人当たり医療扶
助の地域差【見える化】

後発医薬品の使用割合の地域差
【見える化】

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

集中改革期間

≪厚生労働省≫

生
活
保
護
等

生活保護からの就労・増収等を通じた脱却を促進するため、就労支援を着実に実施しつ
つ、各種制度について、効率的かつ効果的なものとなるよう、就労意欲の向上の観点等
を踏まえて不断に見直し、生活保護制度の適正化を推進

2017年度の次期生活扶助基準の検証に合わせ、自立
支援の推進等の観点から、生活保護制度全般について、
関係審議会等において検討し、検討の結果に基づいて
必要な措置を講ずる（法改正を要するものに係る2018
年通常国会への法案提出を含む）

頻回受診等に係る適正受診指導の徹底等による医療扶助の適正化を推進

生活保護受給者の後発医薬品の使用割合について、2017年央までに75％とするとともに、2017年央において、医療全体の目標
の達成時期の決定状況等を踏まえ、80％以上とする時期について、2018年度とすることを基本として、具体的に決定する

＜㊷平成29年度の次期生活扶助基準の検証に合わせた年齢、世帯類型、地域実態等を踏まえた
真に必要な保護の在り方や更なる自立促進のための施策等、制度全般について予断なく検討し、
必要な見直し＞

＜㊵就労支援を通じた保護脱却の推進のためのインセンティブ付けの検討など自立支援に十分取り組む＞

＜㊶生活保護の適用ルールの確実かつ適正な運用、医療扶助をはじめとする生活保護制度の更なる適正化＞

生活保護受給者に対する健康管理支援の在り方を検討

集中改革期間

経済・財政再生計画 改革工程表
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ＫＰＩ
目標値

（達成時期）

計画開始時の
直近の数値

（時点）

ＫＰＩの進捗

実績値（時点）
進捗
度合

進捗状況・今後の対応

生活保護受給者の後発
医薬品の使用割合

75％（2017年
央）
80％以上とす
る時期につい
て、2018年度と
することを基本
として、具体的
に決定

63.8％
（2015年６月審
査分）

69.3％
（2016年６月審
査分）

B

着実に使用割合は伸びており、2017
年６月の数値について集計中（2018
年１月を目途にとりまとめ予定）

今後も、社会保障審議会生活困窮
者自立支援制度及び生活保護制度
部会における議論の結果等を踏まえ、
更に後発医薬品の使用促進に取り
組む予定。

頻回受診者に対する適
正受診指導による改善
者数割合

2014年度比２
割以上の割合
（2018年度）

45.2％
（2015年度）

－ N

2016年度の数値について集計中
（2017年11月を目途にとりまとめ予
定）

今後も、上記部会における議論の結
果等を踏まえ、更に頻回受診対策に
取り組む予定。

生活保護受給者一人当
たり医療扶助の地域差

見える化
5.9万円/人
（一ヶ月）
（2015年度）

－
2016年度の数値について集計中
（2017年11月を目途にとりまとめ予
定）

後発医薬品の使用割合
の地域差

見える化

（全国使用割
合）
63.8％
（2015年６月審
査分）

（全国使用割
合）
69.3％
（2016年６月審
査分）

全国の使用割合は上昇しており、
2017年６月の数値について集計中
（2018年１月を目途にとりまとめ予
定）

ＫＰＩの状況

改革項目：㊵就労支援を通じた保護脱却の推進のためのインセンティブ付けの検討など自立支援に十分取り組む
㊶生活保護の適用ルールの確実かつ適正な運用、医療扶助をはじめとする生活保護制度の更なる適正化
㊷平成29年度の次期生活扶助基準の検証に合わせた年齢、世帯類型、地域実態等を踏まえた真に必要な保護
の在り方や更なる自立促進のための施策等、制度全般について予断なく検討し、必要な見直し
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～2016年度
2019
年度2017年度

2018
年度

自立相談支援事業
における生活困窮
者の年間新規相談
件数【2018年度まで
に40万件】

自立生活のための
プラン作成件数
【2018年度までに年
間新規相談件数の
50％】

自立生活のための
プランに就労支援が
盛り込まれた対象
者数【2018年度まで
にプラン作成件数
の60％】

自立相談支援機関
が他機関・制度へつ
ないだ（連絡・調整
や同行等）件数【見
える化】

―

就労支援プラン対
象者のうち、就労
した者及び就労に
よる収入が増加し
た者の割合【2018
年度までに75％】

継続的支援対象
者の１年間でのス
テップアップ率
（※）【2018年度ま
でに90％】
（※）「自立意
欲等」「経済的
困窮」「就労」
に関する状況が
改善している者
の割合

生活困窮者自立
支援制度の利用に
よる就労者及び増
収者数増加効果
【見える化】

任意の法定事業
及び法定外の任
意事業の自治体ご
との実施状況【見
える化】

―

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

集中改革期間

≪厚生労働省≫

生
活
保
護
等

生活困窮者自立支援制度や求職者支援制度を効率的・効果的に運営する中で、就労・増収等を通じた自立を促進するため、地方
自治体等において対象者の状態に合わせて適切に求職者支援制度の利用を促す

2017年度の次期生活保護制度の在り方の検討に
合わせ、第２のセーフティネットとしての生活困窮者
自立支援制度の在り方について、関係審議会等に
おいて検討し、検討の結果に基づいて必要な措置
を講ずる（法改正を要するものに係る2018年通常国
会への法案提出を含む）

＜㊹雇用保険の国庫負担の当面の在り方の検討＞

＜㊸生活困窮者自立支援制度の着実な推進＞

「アベノミクスの成果等により、
雇用情勢が安定的に推移し
ていること等を踏まえ、雇用
保険料や国庫負担の時限的
な引下げ等について、必要な
検討を経て、成案を得、平成
29年度（2017年度）から実現
する」とした

2017年度から2019
年度までの３年間
に限り、雇用保険
の保険料率を
2/1,000引き下げ、
国庫負担を本来負
担すべき額の10％
に相当する額とす
る法案を、2017年
通常国会に提出す
る

経済・財政再生計画 改革工程表
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改革項目：㊸生活困窮者自立支援制度の着実な推進
㊹雇用保険の国庫負担の当面の在り方の検討

改革工程
改革工程の進捗

進捗状況 2018年以降の取組

生活困窮者自立支援
制度や求職者支援制
度の効率的・効果的運
用等

生活困窮者自立支援制度の運用の場面において、支援
対象者の状態像に応じたコーディネートを行う一環として、
求職者支援制度の活用を行っている。
その活用の徹底を図るため、「生活困窮者自立支援法の
施行に当たっての自治体と公共職業安定所との連携につ
いて」（平成27年９月30日厚生労働省社会・援護局地域福
祉課生活困窮者自立支援室長事務連絡）を発出し、自立
相談支援機関において求職者支援訓練の利用が見込ま
れる者に対し公共職業安定所への紹介・案内を通知して
いる。

引き続き、生活困窮者自立支援制度の効率的・効果
的運用の推進を図るとともに、支援対象者の状態像
に応じて求職者支援制度の活用が図られるよう、両
制度の連携強化に努める。

生活困窮者自立支援
制度の在り方について
の検討

昨年度取りまとめた「生活困窮者自立支援のあり方に関
する論点整理」（平成29年3月17日 生活困窮者自立支援
のあり方等に関する論点整理のための検討会）の内容等
を踏まえ、本年５月より、社会保障審議会生活困窮者自
立支援及び生活保護部会を開催している。

社会保障審議会生活困窮者自立支援制度及び生活
保護制度部会等において検討し、検討の結果に基づ
いて必要な措置を講ずる。（法改正を要するものに係
る2018年通常国会への法案提出を含む）

雇用保険の国庫負担
の当面の在り方の検
討

2017年度から2019年度までの３年間に限り、雇用保険の
保険料率を2/1,000引き下げ、国庫負担を本来負担すべ
き額の10％に相当する額とする雇用保険法等の一部を改
正する法律案を、2017年通常国会に提出し、同年３月に
成立後、同年４月から施行された。

2019年度まで雇用保険の保険料率を2/1,000引き下
げ、国庫負担を本来負担すべき額の10％に相当する
額とする。

改革工程の進捗状況
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～2016年度
2019
年度2017年度

2018
年度

自立相談支援事業
における生活困窮
者の年間新規相談
件数【2018年度まで
に40万件】

自立生活のための
プラン作成件数
【2018年度までに年
間新規相談件数の
50％】

自立生活のための
プランに就労支援が
盛り込まれた対象
者数【2018年度まで
にプラン作成件数
の60％】

自立相談支援機関
が他機関・制度へつ
ないだ（連絡・調整
や同行等）件数【見
える化】

―

就労支援プラン対
象者のうち、就労
した者及び就労に
よる収入が増加し
た者の割合【2018
年度までに75％】

継続的支援対象
者の１年間でのス
テップアップ率
（※）【2018年度ま
でに90％】
（※）「自立意
欲等」「経済的
困窮」「就労」
に関する状況が
改善している者
の割合

生活困窮者自立
支援制度の利用に
よる就労者及び増
収者数増加効果
【見える化】

任意の法定事業
及び法定外の任
意事業の自治体ご
との実施状況【見
える化】

―

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

集中改革期間

≪厚生労働省≫

生
活
保
護
等

生活困窮者自立支援制度や求職者支援制度を効率的・効果的に運営する中で、就労・増収等を通じた自立を促進するため、地方
自治体等において対象者の状態に合わせて適切に求職者支援制度の利用を促す

2017年度の次期生活保護制度の在り方の検討に
合わせ、第２のセーフティネットとしての生活困窮者
自立支援制度の在り方について、関係審議会等に
おいて検討し、検討の結果に基づいて必要な措置
を講ずる（法改正を要するものに係る2018年通常国
会への法案提出を含む）

＜㊹雇用保険の国庫負担の当面の在り方の検討＞

＜㊸生活困窮者自立支援制度の着実な推進＞

「アベノミクスの成果等により、
雇用情勢が安定的に推移し
ていること等を踏まえ、雇用
保険料や国庫負担の時限的
な引下げ等について、必要な
検討を経て、成案を得、平成
29年度（2017年度）から実現
する」とした

2017年度から2019
年度までの３年間
に限り、雇用保険
の保険料率を
2/1,000引き下げ、
国庫負担を本来負
担すべき額の10％
に相当する額とす
る法案を、2017年
通常国会に提出す
る

経済・財政再生計画 改革工程表

77



ＫＰＩ
目標値

（達成時期）

計画開始時の
直近の数値

（時点）

ＫＰＩの進捗

実績値（時点）
進捗
度合

進捗状況・今後の対応

自立相談支援事業にお
ける生活困窮者の年間
新規相談件数

40万件
（2018年度）

226,411件
（2016年3月末）

222,426件
（2017年3月末）

Ｂ

2017年度の数値は2018年５～６月頃に
把握。自立相談支援事業の周知徹底を
図るとともに、関係機関から自立相談
支援事業につないでもらえるよう関係
機関の制度等に対する理解促進を図る。

自立生活のためのプラ
ン作成件数

年間新規相談
件数の50％
（2018年度）

24.5％
（2016年3月末）

30.0％
（2017年3月末）

Ｂ

2017年度の数値は2018年５～６月頃に
把握。上記関係機関の制度等に対する
理解促進を図ることにより、自立相談支
援事業の新規相談件数を増やしていく
とともに、定期的に実施状況の確認を
行いつつ、課題等がある場合には、運
用上、必要な対応を検討する。

自立生活のためのプラ
ンに就労支援が盛り込
まれた対象者数

プラン作成件数
の60％
（2018年度）

50.8％
（2016年3月末）

47.8％
（2017年3月末）

Ｂ

2017年度の数値は2018年５～６月頃に
把握。上記関係機関の制度等に対する
理解促進を図ることにより、自立相談支
援事業の新規相談件数を増やしていく
とともに、定期的に実施状況の確認を
行いつつ、課題等がある場合には、運
用上、必要な対応を検討する。

自立相談支援機関が他
機関・制度へつないだ
（連絡・調整や同行等）
件数

見える化 -
5,278件
（2016年５月）

2017年度の数値は2018年７～８月頃に
把握。

就労支援プラン対象者
のうち、就労した者及び
就労による収入が増加
した者の割合

75％
（2018年度）

-
71.0％
（2017年3月末）

A

2017年度の数値は2018年５～６月頃に
把握。引き続き、自立相談支援事業に
おけるアセスメントにより対象像に応じ
た就労支援メニューにつなげていくとと
もに、就労準備支援事業等の着実な実
施により、一般就労への移行を促進す
る。

継続的支援者対象者の
１年間でのステップアッ
プ率
※「自立意欲等」、「経済的困
窮」、「就労」に関する状況が改
善している者の割合

90％
（2018年度）

-
67.2％
（2017年6月末）

A

2017年度の数値は2018年５～６月頃に
把握。複合的な課題を抱える生活困窮
者に対し、自立相談支援事業を中心に、
就労準備支援事業や家計相談支援事
業等を効果的に用いた伴走型支援を行
うことにより、左記ステップアップ率の向
上を図っていく。

改革項目：㊸生活困窮者自立支援制度の着実な推進
㊹雇用保険の国庫負担の当面の在り方の検討

ＫＰＩの状況
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～2016年度
2019
年度2017年度

2018
年度

自立相談支援事業
における生活困窮
者の年間新規相談
件数【2018年度まで
に40万件】

自立生活のための
プラン作成件数
【2018年度までに年
間新規相談件数の
50％】

自立生活のための
プランに就労支援が
盛り込まれた対象
者数【2018年度まで
にプラン作成件数
の60％】

自立相談支援機関
が他機関・制度へつ
ないだ（連絡・調整
や同行等）件数【見
える化】

―

就労支援プラン対
象者のうち、就労
した者及び就労に
よる収入が増加し
た者の割合【2018
年度までに75％】

継続的支援対象
者の１年間でのス
テップアップ率
（※）【2018年度ま
でに90％】
（※）「自立意
欲等」「経済的
困窮」「就労」
に関する状況が
改善している者
の割合

生活困窮者自立
支援制度の利用に
よる就労者及び増
収者数増加効果
【見える化】

任意の法定事業
及び法定外の任
意事業の自治体ご
との実施状況【見
える化】

―

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

集中改革期間

≪厚生労働省≫

生
活
保
護
等

生活困窮者自立支援制度や求職者支援制度を効率的・効果的に運営する中で、就労・増収等を通じた自立を促進するため、地方
自治体等において対象者の状態に合わせて適切に求職者支援制度の利用を促す

2017年度の次期生活保護制度の在り方の検討に
合わせ、第２のセーフティネットとしての生活困窮者
自立支援制度の在り方について、関係審議会等に
おいて検討し、検討の結果に基づいて必要な措置
を講ずる（法改正を要するものに係る2018年通常国
会への法案提出を含む）

＜㊹雇用保険の国庫負担の当面の在り方の検討＞

＜㊸生活困窮者自立支援制度の着実な推進＞

「アベノミクスの成果等により、
雇用情勢が安定的に推移し
ていること等を踏まえ、雇用
保険料や国庫負担の時限的
な引下げ等について、必要な
検討を経て、成案を得、平成
29年度（2017年度）から実現
する」とした

2017年度から2019
年度までの３年間
に限り、雇用保険
の保険料率を
2/1,000引き下げ、
国庫負担を本来負
担すべき額の10％
に相当する額とす
る法案を、2017年
通常国会に提出す
る

経済・財政再生計画 改革工程表
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ＫＰＩ
目標値

（達成時期）

計画開始時の
直近の数値

（時点）

ＫＰＩの進捗

実績値（時点）
進捗
度合

進捗状況・今後の対応

生活困窮者自立支援制
度の利用による就労者
及び増収者数増加効果

見える化

①プラン作成支援
により就労した者、
増収した者
（全国計）

-

②プランを作成せ
ず他機関につない
だ後に就労した者、
増収した者
（全国計）

－

①22,714人
（2017年3月末）

②10,073人
（2017年3月末）

2017年度の数値は2018年５～６月
頃に把握。

任意の法定事業及び法
定外の任意事業の自治
体ごとの実施状況

見える化

（全国実績値割
合）
①就労準備支援
事業：27％
②家計相談支援
事業：22％
③一時生活支援
事業；20％
④子どもの学習
支援事業：33％
⑤生活保護受給
者等就労自立促
進事業：82％
（2015年度）

別添参照
2017年度の数値は2018年５～６月
頃に把握。

改革項目：㊸生活困窮者自立支援制度の着実な推進
㊹雇用保険の国庫負担の当面の在り方の検討

ＫＰＩの状況
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改革項目㊸：任意の法定事業及び法定外の任意事業の自治体ごとの実施状況（2016年） 別添

81
※（５）の実施割合とは、ハローワーク常設窓口の設置箇所及び巡回相談の実施箇所の合計を、福祉事務所の数で割ったもの。

（５）生活保護受給者等就労自立促進事業 実施割合
100%94%

60%

100%100%

65%69%

100%94%

65%
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100%
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93%100%100%
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75%
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①
北
海
道
（n=36

）

②
青
森
県
（n=11

）

③
岩
手
県
（n=15

）

④
宮
城
県
（n=14

）

⑤
秋
田
県
（n=15

）

⑥
山
形
県
（n=14

）

⑦
福
島
県
（n=14

）

⑧
茨
城
県
（n=33

）

⑨
栃
木
県
（n=15

）

⑩
群
馬
県
（n=13

）

⑪
埼
玉
県
（n=41

）

⑫
千
葉
県
（n=38

）

⑬
東
京
都
（n=50

）

⑭
神
奈
川
県
（n=20

）

⑮
新
潟
県
（n=21

）

⑯
富
山
県
（n=11

）

⑰
石
川
県
（n=12

）

⑱
福
井
県
（n=10

）

⑲
山
梨
県
（n=14

）

⑳
長
野
県
（n=20

）

㉑
岐
阜
県
（n=22

）

㉒
静
岡
県
（n=24

）

㉓
愛
知
県
（n=39

）

㉔
三
重
県
（n=16

）

㉕
滋
賀
県
（n=14

）

㉖
京
都
府
（n=16

）

㉗
大
阪
府
（n=35

）

㉘
兵
庫
県
（n=30

）

㉙
奈
良
県
（n=14

）

㉚
和
歌
山
県
（n=10

）

㉛
鳥
取
県
（n=18

）

㉜
島
根
県
（n=19

）

㉝
岡
山
県(n=19

）

㉞
広
島
県
（n=23

）

㉟
山
口
県(n=15

）

㊱
徳
島
県
（n=9

）

㊲
香
川
県
（n=9

）

㊳
愛
媛
県
（n=12

）

㊴
高
知
県
（n=12

）

㊵
福
岡
県
（n=29

）

㊶
佐
賀
県
（n=11

）

㊷
長
崎
県
（n=15

）

㊸
熊
本
県
（n=15

）

㊹
大
分
県
（n=15

）

㊺
宮
崎
県
（n=10

）

㊻
鹿
児
島
県
（n=22

）

㊼
沖
縄
県
（n=12

）

全国実施割合 84％


